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市内に在住、在勤、在学する者

スポーツ振興法

5

狭山市駅西口周辺整備事業に伴い、移転等の対象であるが、具体的な計画が策定されるまでは、現状で
使用する。平成２１年度からは指定管理者制度から市直営の管理に移行した。

・活動目標の達成度
・成果の向上
・上位施策への貢献度
・市民サービスの向上
など

・目的の妥当性
・市民ニーズへの対応
・市が関与する必要性
・市が負担する必要性
など

２

２２年度

1,509

使用料を徴収しておらず、他の公の施設との公平を欠いている。

目標値の根拠・考え方２１年度

狭山市スポーツ振興基本計画
目

実施計画
(H21～23)
事業名

項

79.4

過去３年間の利用件数
の平均

目標値

２０年度

99.6%

27,554

1,440

武道目的の利用
割合

施設利用率

79.3

実績値

79.0

1,461

82.7

1,545

78.1

過去３年間の武道目的
の利用割合の平均

６　その他（学識経験者の意見等）

83.8

98.3%

81.9

95.7%

過去３年間の施設利用
率の平均

101.8%

76.4
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武道館管理運営事業

平成１８年度

電話番号

人を育み文化を創造するまちをめざして

節

章

スポーツ・レクリエーション施設の整備と有効活用の促進

スポーツ・レクリエーション活動の促進

生涯学習の振興

千円

財源
内訳

国県支出金

個別計画
等の名称

千円

千円

87.7% 92.5%

１９年度

79.8

80.781.3

102.5%

82.382.1

25,056

28,554

25,485

7,083

107.3%

25,056

過去３年間の利用者数
の平均

市の武道活動の拠点として、多くの市民に利用され、武道の振興に寄与
している。

※
１単位当た
りの経費

7,456

7,456

920

323

達成率

％

108.1%

実績値

達成率

目標値

76.5

達成率

25,485

896 917

1,413
件

人

108.1%

整理番号 16

区分

直
接
費

決算額

6,438千円

１９年度

平成２２年度教育委員会事務点検評価（平成２１年度実施事務事業）評価表

４　事業費

事務事業
の名称

２０年度

経
費 7,645 6,163

２１年度 ２２年度単位

１　事務事業の基本事項

教育委員会　生涯学習部　体育課担当部課

人件費（従事職員数×平均給与）

7,491

0.10 0.10

7,645 6,163

8,562

7,935 7,930

千円

0.10人

実施期間

総合振興
計画に
おける
位置づけ

事業区分

実施根拠

その他特定財源

一般財源

千円

(

活
動
指
標

）

実
施
状
況

目的

対象

利用件数

利用者数

指標名

３　事務事業の実施状況と成果

25,885

8,352

事業開始
の背景等

市民に武道を行う場を提供するため、昭和４７年に開館し、平成１８年度から平成２０年度までは指定管
理者制度を導入していたが、平成２１年度より市直営の管理となる。 利用者一人当たりの経費

指標名

単位コスト

人

千円

２　事務事業の目的・内容

（
成
果
指
標

）

成
果

区分

1,528

25,885実績値

区分

武道を通じて市民の健全な心身の発達を図る。

目標値

活動内容

（下段）前年度
の方向性に対
する改善活動

達成率

実績値

目標値
％

88.7%

４

単位

29,180

・手段の最適性
・コスト効率の向上
・受益者負担の適正化
・執行体制の効率化
など

前年度

２

今後の
方向性

342 278

施設の利用率及び武道目的の利用の割合も８０％を超えている。

評価

５　事務事業の評価

有
効
性

項目

４

評価理由

円

利用者数

予算額

＜５段階評価＞　　　５：極めて高い　４：高い　３：普通　２：低い　１：かなり低い

４
前年度

平成１８年度から平成２０年度までは、狭山市施設管理公社が指定管理者として管理運営を行っていた
が、平成２１年度から市直営の管理に移行した。
平成２１年度の利用件数は１,４５５件で、利用人数は２５,４８５人であった。また、利用件数に占める武道
目的の割合は８３．８％であった。

継続

（前年度方向性評価）

４

施設を利用する活動人口の裾野を広げることが望まれる。新規に移転した際、どの程度の利用者が見込まれるのか
検討する必要がある。

環境配慮

実施形態

利用者に対して、ゴミの持ち帰り等の徹底を図っている。

( )

25,475

1,455

101.2%

人件費

個
別
評
価

必
要
性

効
率
性

◆第一次評価　（担当課による評価）

評価の視点

前年度

効率性
指標

事業費計（直接費決算額＋人件費）

従事職員数

自治事務 法定受託事務 法定受託事務＋自治事務

直営 全部委託 一部委託 補助・負担 その他

継続 内容の見直し 抜本的見直し 廃止 休止 完了

指定管理


